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一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
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ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
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三菱ふそうトラック・バス販売協会
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ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
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石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
一般社団法人 板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会
一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
特 定 非 営 利 活 動 法 人 ITS Japan
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
一般社団法人 日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
一般社団法人 日中投資促進機構
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
一般社団法人 日本自動車購入協会
一般社団法人 青森県自動車団体連合会

一般社団法人 岩手県自動車会議所
一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会
山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員73、推薦会員１）

ないようだ。それはバス運転手の女性比率がわず
か2.2％と、女性には厳しいとされながら就業数
を伸ばしている輸送業や建設業に比べて著しく低
いことにも表れている。
　一方で、現場の若手バス運転手の声を聞くと、
泊まりがけ勤務の多い夜行長距離バスの運転手も
「交代で仮眠を取りながら運行するので、現地に
到着しても元気。休養も取るが遊びにも出る」な
どの答えが返ってくる。また、最も多く聞かれた
のが「いろいろなバスに乗りたくて運転手を志し
た。技量を磨き、認められて大きなバスや特殊な
バスを運転したい」という声だった。大手事業者
のバス運転手の待遇はすでに改善されており、事
故を起こした会社の異常な勤務形態や技能不安無
視などは別世界の話のように感じる。
　つまり、バス会社の “普通” をもっと知っても
らい、他業界と同程度に女性を採用できればバス
運転手不足をある程度緩和できるはずだ。
　しかし、バス事業者を取材すると、女性運転手
を欲しているにもかかわらず、「ホームページに
女性が働いている写真がない」「就職イベントに
女性スタッフが来ていない」など、素人目にもイ
メージ戦略の不得手さが散見される。保守的な業
界の不器用さに歯がゆい思いを拭えない。

日本自動車会議所会員（2023年12月15日現在）＝団体会員89、順不同＝

　コロナ禍や半導体供給不
足が落ち着きを見せたこと
で、慌ただしく感じられた
１年が過ぎようとしてい
る。秋に実施された「ジャ

パンモビリティショー」も活況を呈し、国内自動
車業界としてはプラスの多い１年だったのではな
いか。
　2024年もこのまま回復基調を願いたいところで
あるが、待ち受けるのは「物流の2024年問題」と
呼ばれる働き方改革の影響である。“物流の” と
言われているものの、根本はドライバー不足であ
るため、トラックだけでなく、バス、タクシーの
業界の問題とセットで語られることが多い。特に
大阪の老舗バス会社が12月20日での事業廃止に踏
み切ったことにより、路線バスの減便、運行停止
などのニュースが大きく取り上げられるようにな
っている。
　モータリゼーションのまっただ中で成長した昭
和世代からすると、バスの運転手はそこそこの人
気職業だったという感覚を持っている。鉄道ほど
ではないにせよ、コアなファンも一定数を維持し
ている。しかし、2016年１月に発生した軽井沢ス
キーバス事故などから、バス運転手が過酷な職業
というイメージが定着し、未だに払拭しきれてい
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